
５  財産に関する調書 

  

  この調書は、地方自治法施行令第１６６条第２項の規定に基づき、本年度における財産の異動 

 状況を明確にするため調製されたものである。 

 

（1） 公有財産 

 区    分 
単  

位
平成２３年度末 平成２２年度末 比較増減 

増減比率

（％） 

  土      地 

(上記のうち山林) 
 ㎡

7,921,550.20

(2,301,922.39 )

7,799,790.84

(2,301,922.39 ）

121,759.36 

         (0)  

1.6

     (― )

  建      物  ㎡ 1,052,162.67 1,044,994.29 7,168.38 0.7

  有 価 証 券  千円 881,200 877,200 4,000 0.5

  出資による権利  千円 1,523,461 1,574,369 △50,908 △3.2

（備考）土地及び建物の比較増減高については、本年度中に増減した分に加え、公有財産台帳に未登載で

あったことが判明した分（土地 12 件７,295.80 ㎡、建物 53 件△6,664.76 ㎡）が含まれている。 

 

［増減の主な内容］ 

 

ア 土   地 

     ［ 増 加 分 ］  ［ 減 少 分 ］ 

・北部一般廃棄物処理施設用地 66,357.00 ㎡ ・久留米ビジネスプラザ用地 △11,909.59 ㎡

・竹野運動公園 57,374.14 ㎡ ・田主丸勤労青少年ホーム △5,167.00 ㎡

・大城ますかげセンター 3,726.76 ㎡ ・町屋敷住宅 △3,885.04 ㎡

・西郷浄化センター 2,630.02 ㎡ ・調整池 △1,722.36 ㎡

・市道 H618 号線用地 2,522.00 ㎡ ・学校給食共同調理場跡地 △1,641.00 ㎡

・史跡筑後国府跡地 2,480.00 ㎡  

     

 

イ 建   物 

 ［ 増 加 分 ］  ［ 減 少 分 ］ 

・筑邦西中学校 3,053.60 ㎡ ・北野総合支所 △2,362.00 ㎡

・青木団地  2,375.87 ㎡  
・部京住宅  2,021.75 ㎡  
・南薫小学校 １,647.97 ㎡  
  
  

   （備考）土地（大城ますかげセンター）、建物（筑邦西中学校、南薫小学校）については、本年度中に増減したも
のではなく、公有財産台帳に未登載であったことが判明したもの。なお、所属替、所管換などによ

る増減分は掲載していない。 
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ウ 山   林      増 減 な し 

 

エ 有価証券        

 ［ 増 加 分 ］                 ［ 減 少 分 ］ 

・（株）ハイマート久留米 2,000 千円 ( なし ) 

・久留米・鳥栖広域情報（株） 1,000 千円  

・（株）CRCC メディア 1,000 千円  

 

オ 出資による権利   

［ 増 加 分 ］                ［ 減 少 分 ］ 

・独立行政法人高齢・障害・求職者 
 雇用支援機構出資金            

281 千円 ・久留米ガス株式会社出資金 △50,000 千円

  ・ふくおか県酪農業協同組合出資金 △449 千円

  ・独立行政法人雇用・能力開発機構 
出資金 

△440 千円

  
・財団法人福岡県高齢者・障害者雇用 
支援協会出えん金 

△300 千円

 

(2) 物   品  

本年度は、久留米市物品取扱規則の一部を改正する規則（平成２４年５月１日施行）により

改正された新たな重要備品分類により、決算報告がなされている。 

物品の本年度末における現在高は 715 点となっており、前年度末の 702 点から 13 点が増

加している。区分ごとに見てみると、市立保育所の給食調理機能の向上のために設置されたコ

ンベクションオーブンが 6 点増加（7 増 1 減）したことや、1 億 5,077 万円と取得金額が大きな防

災無線機器（防災行政無線システム）が増加したことといった以外は、点数あるいは取得金額

の大きな増減は見られない。 

しかし、前年度に適正な備品管理体制の構築に努めるよう意見を述べていたにもかかわらず、

手続きの漏れなどにより、決算年度中以前に取得又は廃棄などしていた物品が、本年度の増

減高中に、増加分で 31 点のうち 7 点、減少分で 18 点のうち 7 点と、少なからず含まれている。 

このことについては、その物品を所管する部局のみならず、総括的な管理を行う総務部にお

いても、物品管理の重要性についての意識が従来よりも高まっているのかどうか、疑わざるを得

ない。このような状況は、議会や市民に対する説明責任を果たせていないということだけでなく、

不祥事につながる要因ともなりかねないことから、今後も引き続き、より確実に物品管理を行うた

めの体制の整備に努められたい。 
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(3) 債   権  

   本年度末現在高は 42 億 6,271万 3 千円で、前年度に比べ 2,146万 9 千円の減少となって
いる。 

 

   ［増減の主な内容］ 

 

    増 加 分 減 少 分 

・母子寡婦福祉資金貸付金 17,931 千円  ・市 民 税 △15,793 千円

   ・地域総合整備資金貸付金 △7,514 千円

   ・住宅新築資金等貸付金 △6,503 千円

   ・下水道受益者負担金及び分担金 △6,017 千円

   ・若年者専修学校等技能習得資金 △2,952 千円

    

 

(4) 基   金    

   本年度末現在高は 235 億 3,415 万 8 千円で、前年度と比べて 6億 8,556 万 6千円の減少
となっている。 

   これを増減別にみると、年度中の増加額は 15 億 3,310 万 4 千円、一方、減少額は 22 億 
  1,867 万円となっている。 
 

   [増減の主な内容] 

 

    増 加 分  減 少 分 

・財政調整基金 985,029 千円 ・久留米市地域活性化・公共投資基金（廃止） △1,220,345 千円

・減債基金  402,450 千円 ・久留米市北野地域振興基金  △337,102 千円

・久留米市教育振興基金 79,317 千円 ・久留米広域定住自立圏形成基金 △238,582 千円

・久留米競輪基金 50,192 千円 ・久留米市三潴地域振興基金 △128,247 千円

  ・久留米市城島地域振興基金 △107,058 千円

  ・久留米市グリーンニューディール基金（廃止） △87,877 千円

  ・久留米市介護従事者処遇改善臨時特例基金 
（廃止） 

△60,173 千円

   

 （備考）  （３）債権、（４）基金の年度末現在高及び増減額については、毎年度 3 月 31 日現在の状況

であり、出納整理期間中の増減を含む決算統計上の現在高及び増減額（積立・取崩額）

とは一致しないことに注意を要する。  
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